
別添 ２

施 　  策  　 名
平成23
年度

平成24
年度

平成25
年度

平成26
年度

平成27
年度

（参考）
平成28
年度

 1. 地球温暖化対策の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○

 2. 地球環境の保全 ○ ○

 3. 大気・水・土壌環境等の保全 ○ ○ ○

 4. 廃棄物・リサイクル対策の推進 ○ ○ ○

 5. 生物多様性の保全と自然との共生の推進 ○ ○ ○

 6. 化学物質対策の推進 ○ ○ ○

 7. 環境保健対策の推進 ○ ○

 8. 環境・経済・社会の統合的向上 ○ ○ ○

 9. 環境政策の基盤整備 ○ ○

 10. 放射性物質による環境の汚染への対処 ー ○ ○ ○ ○ ○

評価施策数 5 5 6 5 6 5

（評価の対象）

「○」を付した年度は、通常の評価を行う年度。

空欄となっている年度は、モニタリング評価を行う年度。

（従来の重点的評価実施計画の考え方）

4.重点的評価実施計画の計画期間は、現行政策評価基本計画の期間（平成27年度まで）と
し、各年度において重点的に評価する施策数は、４施策程度とする。

　　評価実施計画（案）

　目標管理型の政策評価の改善方策に係る取組について（平成24年●月●日）政策評価各府
省連絡会議了承及び従来の重点的評価実施計画の考え方を踏まえて、環境省施策体系におい
て評価を実施する年度を下記のとおり計画的に実施することとする。

（モニタリング評価とは、評価書様式の目標期間終了時点の総括欄への記入が不用である年
度。ただし、記載すべき内容がある場合は該当する部分の評価を記載することとする。）

1.「1.地球温暖化対策の推進」については、京都議定書の第１約束期間が始まるほか、内閣
の重要政策としての位置付け、国民の関心の高さ等を踏まえ、毎年度重点的評価の対象とす
る。

2.環境基本計画における環境保全施策の体系のうち、「第１節　環境問題の各分野に係る施
策（「3.大気・水・土壌環境等の保全」から「6.化学物質対策の推進」）」については、隔
年度毎に重点的評価の対象とする。
　なお、「2.地球環境の保全」については、「1.地球温暖化対策の推進」を毎年度重点的評
価の対象にすることを考慮し、おおむね３年度毎に重点的評価の対象とする。

3.環境基本計画における環境保全施策の体系のうち、「第２節　各種施策の基盤となる施策
（「7.環境保健対策の推進」から「9.環境政策の基盤整備」）については、上記施策より長
期的な視点から評価の重点化を行うことし、３年度毎に重点的評価の対象とする。
  なお、「8.環境・経済・社会の統合的向上」については、最近の市民や地域のおける取組
が重視されていることを踏まえ、隔年度に重点的評価の対象とする。

「10.放射性物質による環境の汚染への対処」については、国民の関心の高さ等を踏まえ、
毎年度評価の対象とする。



モニタリング評価について

４　メリハリのある評価の推進

「平成23年度における政策評価の実施について」（総務省行政評価局長通知）
（平成23年4月27日）

　各行政機関は、あらかじめ設定した目標等の達成度に関して毎年度実績の測定を行
い、一定期間経過後に総括的な評価を行うなど（ガイドライン２(2)⑧参照）、業務
量・緊急性等を勘案した対応等により、評価作業の効率化に努めるものとする。
　上記の実績の測定（以下「モニタリング」という。）を行う場合において、各行政機
関は、別紙２の様式を基本として、モニタリングの対象となる施策ごとに、原則として
８月末を目途に評価書（モニタリング版）を作成、公表し、総務省行政評価局に送付す
るものとする。

政策評価の実施に関するガイドライン（平成22年5月28日一部改正）

２(2)⑧
　実績評価方式を用いた評価を効率的かつ柔軟に実施するためには、あらかじめ設定し
た目標の達成度に関して毎年度実績の測定を行い、一定期間経過後に総括的な評価を行
うなど、業務量・緊急性等を勘案しつつ対応することも考えられる。


